
改正前の民法では、月またはこれより短い

時期によって定めた使用人の給料に係る債権

の消滅時効（賃金債権の時効）の期間は、1年

と定められていました。しかし、それでは労

働者保護に欠くという理由から、特別法であ

る労働基準法により2年に延長していました。

今回、改正民法の施行に伴い、労働基準法

の規定を民法が上回ったことが課題とされ、

労働基準法も改正されています。

改正労働基準法では、以下の3つの項目に

ついて、すべて民法に合わせて5年と規定し

たうえで、企業への影響を考慮し、当分の間

3年という経過措置を設けています。

①賃金請求権の消滅時効期間

②付加金の請求期間

③賃金台帳等の書類保存義務

時効が3年となる部分は、改正労働基準法

施行日である2020年4月1日以降に支払日のあ

る給与からであり、2020年3月31日以前に支

払日があるものは対象になりません。

なお、5年への時効の延長は、改正労働基

準法の施行から5年経過後の状況を勘案して

検討し、必要があるときは措置を講じるとさ

れています。そのため、少なくとも2020年4

月1日から5年間は、3年の経過措置が続くと

予想されます。

今回、賃金債権の消滅時効期間が延長とな

ることで、未払い残業等が発生したときに、

最大3年分を遡って支払う可能性が出てきま

す。

また、給与計算の誤り等により、本来、従

業員に支給すべき手当が支給されていなかっ

たようなケースでは、同様に最大3年分を遡っ

て支払うことになるでしょう。これに伴い、

未払い残業代請求などを支援するビジネス

がより活性化し、結果的にはトラブルも増

加することが予想されます。
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民法が120年振りの大改正となり、2020年4月1日に施行されました。今回

の民法改正では、契約に基づく債権の消滅時効の期間の原則5年への統一が

行われており、これに合わせて、賃金債権の時効を定める労働基準法も改正

されました。今回はその改正内容と実務上の影響についてとり上げます。

2018年度に労働基準監督署が監督指導を行い、時間外労働に対する割増賃金を支払ってい

ない企業に対して、労働基準法違反で是正指導した結果、支払われた割増賃金合計額は124億

4,883万円、労働者1人当たりの割増賃金の平均額は10万円となっています。今後は最大3年分

となることから、この金額の1.5倍に相当する額を支払う可能性も考えられます。

今回の法改正は、そもそも未払い賃金がなければ、実務上影響は少ない話です。改めて、

適正な労働時間の把握と、正しい賃金計算を行うと共に、問題となりやすい管理監督者の範

囲や固定残業制度の運用などについてもチェックを行っておきましょう。

1.改正内容

3.実務上の影響

2.改正労働基準法の内容

①賃金請求権の消滅時効期間

②付加金の請求期間

③賃金台帳等の書類保存義務
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